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１ ⼀般会計 概要
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（１）予算現額及び歳⼊歳出決算額の推移
１ ⼀般会計 概要



23,000

24,000

25,000
億円

24,50124,926

歳⼊決算額 歳出決算額

実質収⽀額
267億円

翌年度へ
繰り越すべき財源
157億円

形式収⽀額
425億円

※億円未満切捨て表⽰３
歳入 歳出

（２）形式収⽀・実質収⽀
１ ⼀般会計 概要
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実質収支額 単年度収支額

特殊要素⾦額（新型コロナウイルス感染症対
策に係る国交付⾦の歳⼊超過分） 174億円

特殊要素を除いた
R３年度実質ベースの額
実質収⽀額 ５７億円
単年度収⽀額 ４億円

特殊要素を除いた
R２年度実質ベースの額
実質収⽀額 ５３億円
単年度収⽀額 １６億円

４※億円未満切捨て表⽰、特殊要素については記者発表時点の決算⾒込みにおける数値

4

5753 16 3492

特殊要素を除いた
R４年度実質ベースの額
実質収⽀額 ９２億円
単年度収⽀額 ３４億円

（３）実質収⽀額及び単年度収⽀額の推移

184

１ ⼀般会計 概要

＊実質収⽀額 ＝形式収⽀額（歳⼊決算額－歳出決算額）
－翌年度へ繰り越すべき財源

＊単年度収⽀額＝本年度実質収⽀額－前年度実質収⽀額



５

２ ⼀般会計 歳⼊



県税

1兆3,299億円

地方譲与税

1,762億円

地方特例交付金

47億円

地方交付税

1,411億円

交通安全対策特別交付金

12億円

分担金及び負担金

4億円

使用料及び手数料

291億円

国庫支出金

4,561億円

財産収入

29億円

寄附金

2億円

繰入金

1,254億円

繰越金

293億円

諸収入

360 億円

県債

1,594億円

６※億円未満切捨て表⽰

2兆4,926
億円

合 計

（１）歳⼊決算額
２ ⼀般会計 歳⼊
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※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

歳⼊決算額
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使⽤料及び⼿数料

62.3%

（２）財源別歳⼊決算額の推移
２ ⼀般会計 歳⼊

国庫⽀出⾦

その他

県債



地方消費税

4,425億円

33.3％

個人県民税

3,536億円

26.6％

法人事業税

3,041億円

22.9％

法人県民税

256億円

1.9％

自動車税

985億円

軽油引取税

394億円

不動産取得税

296億円

その他の税 363億円

法⼈⼆税
計3,297億円
24.8％

※億円未満切捨て表⽰、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰

４つの税⽬で４つの税⽬で
８割以上

当初 予 算 額: １兆２,４９６億円
最 終 予 算 額: １兆３,３３８億円
決 算 額: １兆３,２９９億円

1兆3,299
億円

８

（３）県税決算額
２ ⼀般会計 歳⼊



令和３年度 １兆２,５３８億円
＋ ７６０億円

令和４年度 １兆３,２９９億円

税 ⽬ 対前年度増減 主な増減理由

個⼈県⺠税 △２８億円 ・前年度（令和３年度）に⼤幅な税収増となった株式等譲渡
所得割が、その反動により減収となったことなどによる。

法⼈県⺠税
法⼈事業税 ＋４１３億円

・４年３⽉期の上場企業の決算が、世界経済の回復や円安の
影響により、製造業を中⼼に増益決算となったことなどに
よる。

地⽅消費税 ＋２３８億円 ・貨物割について、資源⾼や円安の影響により輸⼊額が増加
し、増収となったことなどによる。

そ の 他 ＋１３６億円 ・⾃動⾞税環境性能割が増収となったことなどによる

※億円未満切捨て表⽰９

（４）県税決算額の前年度対⽐
２ ⼀般会計 歳⼊
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過去最⾼

法⼈⼆税

地⽅消費税

個⼈県⺠税

その他の税

年度

11,967
過去最高

※億円未満切捨て表⽰

R元年10月
８％→10％へ

消費税率引上げ

10

（５）県税収⼊の推移
２ ⼀般会計 歳⼊

地⽅譲与税等
実質収⼊額

H20年10月
地方法人特別
譲与税の創設

R元年10月
特別法人事業
譲与税の創設

H30年４月
指定都市への

税源移譲

H26年４月
５％→８％へ

消費税率引上げ

外形標準課税の拡大
H27年度：2/8 ⇒ 3/8
H28年度：3/8 ⇒ 5/8

リーマンショックの
影響による減収

（単位　億円）

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 ２ ３ ４
県 税 ① 12,517 10,440 9,989 9,971 10,168 10,585 11,082 12,531 12,455 12,980 11,876 11,536 11,792 12,538 13,299
地 方
譲 与 税 等

② 31 433 915 1,014 1,052 1,266 1,522 1,387 1,193 1,238 1,397 1,372 1,322 1,487 1,762

県税＋地方
譲 与 税 等
（ ① ∔ ② ）

③ 12,548 10,874 10,904 10,985 11,220 11,852 12,605 13,919 13,649 14,219 13,273 12,908 13,114 14,026 15,062

税交付金等 ④ 1,562 1,682 1,452 1,386 1,436 1,544 1,677 2,346 2,121 3,797 2,544 2,240 2,705 3,034 3,094

10,985 9,192 9,451 9,599 9,783 10,308 10,927 11,572 11,527 10,422 10,728 10,668 10,409 10,992 11,967

年 度

実質収入額
（③－④）



11※億円未満切捨て表⽰

地⽅譲与税 274億円の増

地⽅交付税 621億円の減

国庫⽀出⾦ 2,984億円の減

県債 1,295億円の減

全国的に企業収益が増加したことに伴い、国から配分される特別法⼈
事業譲与税が増加したことなどによる

法⼈関係税が⼤幅に増収するという国の⾒込みにより、基準財政収⼊
額が増加したことなどによる

新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦の減などによる

臨時財政対策債の減などによる

（６）県税以外の主な歳⼊決算額の増減理由
２ ⼀般会計 歳⼊



12

３ ⼀般会計 歳出



議会費

34億円

総務費

4,798億円 環境費

238億円

民生費

3,730億円

衛生費

3,841億円

労働費

80億円
農林水産業費

172億円

商工費

1,094億円

土木費

1,037億円

警察費

1,978億円

教育費

3,933億円

災害復旧費

15億円 公債費

3,542億円

13※億円未満切捨て表⽰

合 計
2兆4,501

億円

（１）歳出決算額
３ ⼀般会計 歳出



総務費

民生費
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年度

その他

14※億円未満切捨て表⽰

1,302億円の減

264億円の増

4,176億円の減

224億円の減

（２）歳出決算額の推移
17,977 18,233 23,007 29,335 24,501

３ ⼀般会計 歳出



15※億円未満切捨て表⽰

総務費 1,302億円の減
地⽅交付税の後年度精算に備えた財政基⾦への積⽴てや、新型コロナウ
イルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦返納⾦が減少したことなどによる

⺠⽣費 264億円の増

新型コロナウイルス感染症への対応に伴う病床確保などの事業費が減少
したことなどによる

商⼯費 4,176億円の減
新型コロナウイルス感染症への対応に伴う事業者への協⼒⾦などの事
業費が減少したことなどによる

衛⽣費 224億円の減

⼦ども・⼦育て基⾦や地域医療介護総合確保基⾦への積⽴てが増加した
ことなどによる

（３）歳出決算額の推移の主な増減理由
３ ⼀般会計 歳出



注 「地⽅財政状況調査」（総務省実施）の性質別区分に基づき集計したもの 16

（４）性質別決算額の状況

⼈件費
20.6%

扶助費
2.4%

公債費
14.5%

投資的

経費
6.3%

補助費等
44.3%

その他
11.9%

その他の経費
56.2％

義務的経費
37.5％

地⽅消費税交付⾦など

歳出決算額 2兆4,501億円

投資的経費
6.3％

３ ⼀般会計 歳出

※⾦額は億円未満切捨て、割合は表⽰単位未満を四捨五⼊して表⽰
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17※億円未満切捨て表⽰

19,068 13,775

5,293億円の減

補助費等の減など

24,50117,977 18,233 23,007 29,335

4,834億円の減

（５）性質別決算額の推移
３ ⼀般会計 歳出



18

４ 特別会計



1 市町村⾃治振興事業会計
2 公債管理特別会計
3 公営競技収益配分⾦等管理会計
4 地⽅消費税清算会計
5 災害救助基⾦会計
6 恩賜記念林業振興資⾦会計
7 林業改善資⾦会計
8 ⽔源環境保全・再⽣事業会計
9 沿岸漁業改善資⾦会計

10 介護保険財政安定化基⾦会計
11 ⺟⼦⽗⼦寡婦福祉資⾦会計
12 国⺠健康保険事業会計
13 地⽅独⽴⾏政法⼈

神奈川県⽴病院機構資⾦会計
14 中⼩企業資⾦会計
15 県営住宅事業会計

19

（１）特別会計 ⼀覧
４ 特別会計
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22,446

予算現額

20※億円未満切捨て表⽰

（２）予算現額及び歳⼊決算額の推移
４ 特別会計

実質収⽀額はすべて⿊字もしくは収⽀均衡


